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１．業績予想の修正について

2026年３月期通期連結業績予想数値の修正（2025年４月１日～2026年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円　銭
前回発表予想(Ａ) 1,212,000 92,000 119,000 89,000 494.85

今回修正予想(Ｂ) 1,180,000 98,000 152,000 66,000 366.97

増　減　額（Ｂ-Ａ) ▲ 32,000 6,000 33,000 ▲ 23,000

増減率(％) ▲ 2.6 6.5 27.7 ▲ 25.8
（ご参考）前期実績
（2025年3月期）

1,316,674 138,310 140,095 92,469 505.64

2026年３月期通期個別業績予想数値の修正（2025年４月１日～2026年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円　銭
前回発表予想(Ａ) 864,000 27,000 124,000 117,000 650.53

今回修正予想(Ｂ) 826,000 29,000 101,000 48,000 266.89

増　減　額（Ｂ-Ａ) ▲ 38,000 2,000 ▲ 23,000 ▲ 69,000

増減率(％) ▲ 4.4 7.4 ▲ 18.5 ▲ 59.0
（ご参考）前期実績
（2025年3月期）

930,592 54,739 107,457 93,232 509.82

２．特別損失（連結・個別）の計上について

以　上
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※本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により予想と異なる可能性があります。

　2026年３月期の業績予想については、売上高では発電事業及び海外事業での販売電力量の減少等による減収、経
常利益では火力をはじめとする国内発電事業の増益並びに、米国事業及び円安（2025年12月末為替レート）等によ
る海外事業の増益より上方修正を見込む一方、親会社株主に帰属する当期純利益については、後述する特別損失に
よる減益を見込むことから、2025年5月9日に公表した業績予想値を下方修正します。なお、個別業績予想について
は、米国子会社からの受取配当金の減少を見込むことから、経常利益及び当期純利益が更に減益となる見通しで
す。

通期業績予想の修正及び特別損失（連結・個別）の計上に関するお知らせ

記

  2025年5月9日に公表しました2026年３月期通期連結業績予想及び通期個別業績予想を修正するとともに、特別損
失（連結・個別）を計上する見込みとなりましたのでお知らせいたします。

修正の理由

①当社連結子会社であるGenex Power Pty Ltdが実施するプロジェクトについて、工事費増嵩や豪州電力市場の低
迷などにより、約230億円の減損損失を計上する見込みになりました。なお、当社個別業績においても関係会社株
式評価損の計上により、約280億円の特別損失を計上する見込みになりました。

　当社連結決算において①～④他の合計で約540億円の特別損失、当社個別決算において①②③他の合計で約520億
円の特別損失を計上する見込みになりました。

　なお、当社は「J-POWER グループ中期経営計画 2024-2026」において示した株主還元の基本的な考え方及び当該
３年間の株主還元方針を踏まえ、今回の通期連結業績予想の修正はあるものの、下限配当である１株につき100円
の配当予想に変更はございません。

②当社が実施している大間原子力発電所の建設プロジェクトについて、計測制御機器類の品質及び信頼性確保の観
点から、一部を廃棄することを決定したことで、約185億円の固定資産除却損を計上する見込みになりました。

③当社の高砂火力発電所について、2028年度末までに廃止することを決定したことで、第２四半期決算において固
定資産の減損により約25億円を計上したことに加えて、今回、資産除去債務相当資産を約25億円減損することによ
り、合計約50億円を特別損失として計上する見込みになりました。

④当社連結子会社が推進してきた陸上風力発電関連の開発事業のうち１件につきまして、事業環境の変化等を踏ま
え、当該事業の現計画の実施を取りやめることとしました。これに伴い、約40億円の減損損失を計上する見込みに
なりました。


